2012年3月6日
日韓会談文書・全面公開を求める会　声明
戦争および植民地支配に対する日本の責任問題は
日韓請求権協定で解決していません
　2005年に韓国で約3万6千枚の日韓国交正常化交渉関連公文書等（以下、日韓会談文書）の全面開示がなされたことを受けて、日韓会談文書・全面公開を求める会（以下、本会）は2005年12月の結成以来、3次にわたる提訴を含む、日韓会談文書の開示請求活動を続け、現在までに約6万枚の文書の所在を確認しました。それらの文書のなかには竹島、請求権、文化財などについて多くの不開示部分が含まれていますが、本会をはじめとする研究者、弁護士らが日韓双方の文書を検討してきました。

2011年8月に韓国憲法裁判所が下した決定により、とりわけ日本軍「慰安婦」および韓国人被爆者に対する賠償問題と「財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する日本国と大韓民国との間の協定」（以下、日韓請求権協定）との関係が注目されました。しかしながら、日本政府はこれらの問題が「日韓請求権協定で解決済み」であるという従来の主張を繰り返しています。

このような現状を踏まえて、本会は1965年6月に締結された日韓請求権協定をもって、戦争犯罪および人道に対する罪を含む、戦争や植民地支配に対する日本の責任問題が解決されていないという見解を明らかにするとともに、日本政府が「日韓請求権協定で解決済み」とする見解を見直し、この問題に真摯に取り組むべきことを要求します。
１．日韓請求権交渉は戦争や植民地支配に起因する賠償問題を議論したものではありません。
　日韓国交正常化交渉（以下、日韓会談）における請求権交渉は、1951年9月に締結された対日平和条約第4条（a）に規定されたものです。この条文により、日韓間の請求権の処理は「両国間の特別取極」によって行なわれることになりました。ここでいう請求権の内容は「領土の分離・分割に伴う財政上および民事上の請求権」(大韓民国政府『韓日会談白書』）でした。すなわち、第4条はかつて日本が支配していた地域と日本との間における財産および請求権についての当事者間交渉を規定するもので、戦争や植民地支配に起因する賠償問題を議論する規定ではありません。

　周知の通り、同条約における戦争賠償についての規定は第14条です。韓国政府が憲法前文でその法統を主張する大韓民国臨時政府は、アジア・太平洋戦争当時に対日宣戦布告を行ないました。しかし、対日平和条約はそのような韓国側の立場を認めていません。
２．日韓請求権交渉では戦争や植民地支配に起因する被害に対する補償が議論されませんでした。
　日韓請求権交渉では、当初日本は在朝日本人財産に対する請求権を主張し、韓国側の請求権との相殺または減殺を図ろうとしました。しかし、米軍政府による日本財産の効力を承認するという対日平和条約第4条(b)により、その主張は認められませんでした。しかも、韓国側が主張した｢対日請求8項目｣についても、実質的に議論されたのは1960年10月から1962年3月までのうち、約1年足らずであり、資料対照が行なわれたのは公式会合でわずか4回だけでした。
　この請求権の議論のなかで、韓国側が主張した個人請求権も扱われました。しかし、その請求権の内容は未払い金、供託金、労働時の負傷や死亡に対する補償金などでした。すなわち、戦争や植民地支配に起因する朝鮮人の被害については議論されませんでした。
３．日韓基本条約および諸協定で、日本政府は戦争や植民地支配に起因する朝鮮人の被害に対する責任を一切認めませんでした。
　日韓基本関係交渉では日本の植民地支配の合法性が議論されました。韓国側は1910年8月の｢韓国併合｣以前の諸条約が当初から無効であると主張しました。しかし、日本側はそれらがいずれも国際法上合法であったと主張し続けました。その結果、「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」（日韓基本条約）第2条はこれらの諸条約が1965年の時点で「もはや無効」という曖昧な条文になりました。

　そして、請求権、在日朝鮮人の法的地位、文化財などについての協定が締結されました。しかし、いずれにも日本が朝鮮を植民地支配したことについて、その誤りを認めたり、謝罪をしたり、反省をしたりする文言は一切含まれませんでした。会議録および条文化作業についての諸文書を検討すると、韓国側がそのような文言の挿入を試みたのに対し、日本側が一貫して拒絶したことが分かります。日本がこうした文言を認めたのは、1972年9月の日本国政府と中華人民共和国政府の共同声明（日中共同声明）および2002年9月の日朝平壌宣言においてでした。
４．日韓国交正常化以後、外務省は個人の権利消滅について曖昧な見解を示してきました。
　日韓請求権協定第2条1で「両締約国は、両締約国及びその国民（法人を含む。）の財産、権利及び利益並びに両締約国及びその国民の間の請求権に関する問題が、千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国との平和条約第4条（ａ）に規定されたものを含めて、完全かつ最終的に解決されたこととなることを確認する」とされています。外務省はこの条文の解釈について、「財産、権利および利益」ならびに「請求権」に関する外交保護権を相互に放棄したものにすぎないと国会で答弁してきました。
ところが、1999年7月にカルフォルニア州法としてヘイデン法が成立し、米国での裁判が始まると、日本政府は外交保護権の放棄に加えて、当該国およびその国民が相手国個人による請求に応じる義務はないとする見解を新たに示しました。このように、日本政府は個人の権利の存在を曖昧にしたまま、請求権問題が「日韓請求権協定で解決済み」と主張しています。
５．朝鮮人被害者は現在も救済されていません。
　日韓国交正常化以後、韓国において補完的な補償措置が実施されました。しかし、朴正煕政権期の措置は財産補償と死亡者に対する弔慰金に限定された、きわめて不十分なものでした。盧武鉉政権期の過去清算事業の一環として、朝鮮人被害者に一定の補償金が支払われましたが、それはあくまで生活保障のための支援金であり、日本側が償うべき戦争や植民地支配による被害に対する賠償ないし補償でないことは言うまでもありません。
　日本政府は在日朝鮮人および台湾人元軍人・軍属に対する一時金拠出や｢アジア女性基金｣設立などの対応をしてきました。しかし、これらはいずれも日本政府の法的責任を認める措置ではなかったため、多くの被害者に受け入れられませんでした。
　現在の日本政府は1995年8月15日に村山富市首相が発表した「談話」を基礎として、2010年8月10日に発表した菅直人首相の「談話」でも「植民地支配がもたらした多大の損害と苦痛」を認め、それに対する「痛切な反省」も「心からのお詫びの気持ち」も表明しています。しかしながら、日本政府はこれらの「談話」に対応するかたちで、「韓国併合」が合法であったという立場を見直さなければなりません。
2011年12月7日の衆議院外務委員会においても、玄葉光一郎外務大臣は、村山談話、菅談話を引き継ぐとしながらも、依然として請求権問題が日韓請求権協定で「完全かつ最終的に解決済みである」としています。今こそ「談話」に示された歴史認識に見合った政策、被害当事者の心に響く政策を打ち出す必要があるのです。
　結論

日本政府は戦争や植民地支配による朝鮮人被害をめぐる問題が日韓請求権協定で｢完全かつ最終的に解決した｣とする見解を見直し、村山談話や菅談話に即して、朝鮮植民地支配の不法かつ不当性を認定しなければなりません。そして、その認識を基礎として、日本政府は率先して朝鮮人被害者を救済することにより、被害者の人権を回復させなければなりません。被害者の人権回復は日本政府が戦争および植民地支配に対する歴史的責任を果たすことによって、はじめて実現するのです。
　朝鮮人被害者は大韓民国に居住する人々ばかりではありません。日本政府は日朝国交正常化交渉において、朝鮮民主主義人民共和国に居住する人々に対する歴史的責任を果たさなければなりません。

そして、日本政府は、在日朝鮮人の権利状況を改善することにも、積極的に取り組むことで、平和の実現に寄与すべきです。「高校無償化」制度における朝鮮学校差別を無くすとともに、在日朝鮮人の民族的権利を保障しなければなりません。
日本国憲法前文には、「われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ」と謳っています。私たちはこの精神に即して、日韓請求権協定によって解決されていない諸問題に真摯に取り組み、戦争および植民地支配に対する歴史的責任を果たすことを、日本政府に要望します。
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